
(財)財務会計基準機構会員  
平成18年３月期 個別財務諸表の概要 平成18年５月26日

上場会社名 株式会社ビーアールホールディングス 上場取引所 東

コード番号  1726 本社所在都道府県 広島県 

(URL　http://www.brhd.co,jp)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　藤田　公康

問合せ先責任者　役職名 取締役運営本部長 氏名　折田　勝茂 ＴＥＬ　　（082）261　－　2860

決算取締役会開催日 平成18年５月26日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年６月28日 定時株主総会開催日 平成18年６月27日

単元株制度採用の有無 有（１単元　1,000株）

１．平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業収益 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 462 △13.0 121 △48.5 113 △52.5
17年３月期 531 △5.6 235 △6.3 238 △10.6

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 90 △57.5 11 73 11 68 1.9 1.4 24.5
17年３月期 212 △6.4 26 14 － － 4.3 3.6 44.9

（注）①期中平均株式数 18年３月期 7,388,985株 17年３月期 7,992,335株
②会計処理の方法の変更 有
③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 10 00 － － 10 00 72 85.3 1.5
17年３月期 10 00 － － 10 00 79 38.3 1.6

（注）18年３月期期末配当金の内訳         普通配当　８円00銭　特別配当　２円00銭

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 9,013 4,801 53.3 662 86
17年３月期 7,217 4,997 69.2 626 41

（注）①期末発行済株式数 18年３月期 7,237,253株 17年３月期 7,972,653株
②期末自己株式数 18年３月期 1,382,747株 17年３月期 647,347株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

営業収益 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 320 120 100 － － 　― 　―
通　期 500 120 100 　― 10 00 10 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　13円82銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の４ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日現在）

当事業年度
（平成18年３月31日現在）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金預金 1,236,931 683,376 △553,555

２．繰延税金資産 3,649 1,340 △2,309

３．信託受益権 301,570 － △301,570

４．短期貸付金 ※２ 117,688 2,302,330 2,184,642

５．未収入金 ※２ 46,504 48,740 2,236

６．その他 809 5,436 4,627

貸倒引当金 -246 -506 △260

流動資産合計 1,706,907 23.6 3,040,718 33.7 1,333,811

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物 ※１ 573,705 575,405  

減価償却累計額 53,092 520,612 76,340 499,064 △21,548

(2）構築物 2,776 2,776  

減価償却累計額 505 2,270 695 2,080 △190

(3）機械装置 20,837 20,837  

減価償却累計額 5,909 14,928 8,029 12,808 △2,120

(4）備品 22,683 30,859  

減価償却累計額 7,813 14,869 12,517 18,342 3,473

(5）土地 ※１ 376,600 358,736 △17,864

有形固定資産計 929,281 12.9 891,033 9.9 △38,248

２．無形固定資産  

(1）ソフトウェア 33,314 29,064 △4,250

(2）電話加入権 241 241 0

無形固定資産計 33,555 0.5 29,305 0.3 △4,250

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券 190,481 392,566 202,085

(2）関係会社株式 4,207,135 4,507,135 300,000

(3）関係会社長期貸付金 150,000 150,000 0

(4）長期前払費用 480 1,610 1,130

(5) 長期保証金 － 1,115 1,115

投資その他の資産計 4,548,096 63.0 5,052,427 56.1 504,331

固定資産合計 5,510,934 76.4 5,972,766 66.3 461,832

資産合計 7,217,841 100.0 9,013,485 100.0 1,795,644
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前事業年度
（平成17年３月31日現在）

当事業年度
（平成18年３月31日現在）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．短期借入金 ※４ － 2,100,000 2,100,000

２．一年以内償還予定の社
債 

 200,000 － △200,000

３．未払金 ※３ 10,271 22,567 12,296

４．未払費用 1,278 2,387 1,109

５．未払法人税等 13,440 4,422 △9,018

６．未払消費税等 － 1,149 1,149

７．預り金 ※３ 1,877,581 950,511 △927,070

８．前受収益 ※３ 6,668 6,253 △415

流動負債合計 2,109,240 29.2 3,087,292 34.2 978,052

Ⅱ　固定負債  

１．社債 － 1,000,000 1,000,000

２．繰延税金負債 2,689 26,512 23,823

３．役員退職慰労引当金 18,000 7,860 △10,140

４．長期預り保証金 ※３ 90,294 90,339 45

固定負債合計 110,983 1.6 1,124,711 12.5 1,013,728

負債合計 2,220,224 30.8 4,212,003 46.7 1,991,779

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※５ 2,500,000 34.6 2,500,000 27.7 －

Ⅱ　資本剰余金  

１．資本準備金 1,862,909 1,862,909 －

２．その他資本剰余金  

資本準備金減少差益 400,000 400,000 －

自己株式処分差益 － 146 146

資本剰余金合計 2,262,909 31.3 2,263,055 25.1 146

Ⅲ　利益剰余金  

１．当期未処分利益 431,578 439,297 18,348

利益剰余金合計 431,578 6.0 439,297 4.9 7,719

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

14,807 0.2 54,556 0.6 39,749

Ⅴ　自己株式 ※６ -211,678 -2.9 -455,428 -5.0 △243,750

資本合計 4,997,617 69.2 4,801,481 53.3 △196,136

負債資本合計 7,217,841 100.0 9,013,485 100.0 1,795,644
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　営業収益  

１．受取配当金収入 ※１ 175,200 90,200  

２．経営管理収入 ※１ 205,850 228,945  

　３．不動産賃貸収入 ※１ 150,795 531,845 100.0 143,457 462,602 100.0 △69,243

Ⅱ　営業費用  

１．不動産賃貸原価 51,964 47,879  

２．販売費及び一般管理費 ※1,2 244,818 296,782 55.8 293,443 341,322 73.8 44,540

営業利益 235,062 44.2 121,279 26.2 △113,783

Ⅲ　営業外収益  

１．受取利息 ※１ 2,761 19,950  

２．受取配当金 3,154 3,154  

３．受取手数料 ※１ 1,572 －  

４．その他 113 7,601 1.4 1,860 24,964 5.4 17,363

Ⅳ　営業外費用  

１．支払利息 ※１ 1,802 5,566  

２．社債利息 980 1,156  

３. 社債発行費 － 18,000  

４．自己株式買付手数料 307 864  

５．コミットメントライン
費用 

－ 3,878  

６．その他 893 3,983 0.7 3,395 32,861 7.1 28,878

経常利益 238,680 44.9 113,382 24.5 △125,298

Ⅴ　特別利益  

１．貸倒引当金戻入  74 74 0.0 － － － △74

Ⅵ　特別損失  

１．減損損失 ※３ － 17,864  

２．関係会社整理損 ※４ 2,574 2,574 0.5 － 17,864 3.9 15,290

税引前当期純利益 236,179 44.4 95,518 20.6 △140,661

法人税、住民税及び事
業税

27,744 5,547  

法人税等調整額 -3,901 23,842 4.5 -924 4,623 1.0 △19,219

当期純利益 212,337 39.9 90,895 19.6 △121,442

前期繰越利益 219,241  348,401  129,160

当期未処分利益 431,578 439,297 7,719
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(3）利益処分案

前事業年度
（株主総会承認日
平成17年６月24日）

当事業年度
（株主総会承認日
平成18年６月27日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

（当期未処分利益の処分）  

Ⅰ　当期未処分利益 431,578 439,297 7,719

Ⅱ　利益処分額  

１．配当金 79,726 72,372 △7,354

（１株につき10円）  

２．役員賞与金 3,450 4,210 760

（うち監査役賞与金） (1,250) 83,176 (1,340) 76,582 △6,594

Ⅲ　次期繰越利益 348,401 362,714 14,313

 

（その他資本剰余金の処分）  

Ⅰ　その他資本剰余金 400,000 400,146 146

Ⅱ　その他資本剰余金次期繰
越高

400,000 400,146 146
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

（1）子会社株式

　移動平均法による原価法

（2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

（1）子会社株式

同左

（2）その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　　　 同左

時価のないもの

　　　　　　 同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法

　ただし、本社本館建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用しており

ます。

　なお、耐用年数および残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産（ソフトウェア）

　社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法

(2）無形固定資産（ソフトウェア）

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による損失

に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し

て、回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(2）役員退職慰労引当金

同左

 

 

　なお、平成17年６月24日開催の第３回

定時株主総会において役員退職慰労金制

度の廃止および同日までの在任期間に対

する退職慰労金を各取締役および監査役

のそれぞれの退任の際に支給することが

決議されたことにより、同日以降の役員

退職慰労引当金繰入を行っておりません。

 ４．繰延資産の処理方法 　社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。

 

 　　　　　　　　 －

 

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号　平成15年10月31日）を適用しております。

　これにより税引前当期純利益が17,864千円減少しており

ます。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき、当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

追加情報

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　当社は、平成17年３月25日開催の取締役会において、興

和コンクリート株式会社（東京都千代田区）が平成17年６

月に実施する会社分割による建設事業部門の新会社（以下、

「新興和コンクリート株式会社」という。）への事業移転

の成立を前提とし、新興和コンクリート株式会社の発行済

株式全部を取得し、子会社化することについての基本合意

書締結を決議し、同日に当該基本合意書を締結しておりま

す。 

　なお、本株式取得は平成17年７月下旬を予定しておりま

す。

　株式取得の理由等につきましては、「４ 連結財務諸表等

　追加情報」に記載のとおりであります。　

――――――　　
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。

イ）担保に供している資産 イ）担保に供している資産

建物 520,612千円

土地 376,600

計 897,213

建物 499,064千円

土地 358,736

計 857,801

ロ）上記資産は、当社および極東工業株式会社の

金融機関との取引に対して担保に供しており

ます。

　なお、当社の当事業年度末における対応債

務はありません。

ロ）上記資産は、当社および極東工業株式会社の

金融機関との取引に対して担保に供しており

ます。

　なお、当社の当事業年度末における対応債

務はありません。

※２．関係会社に対する資産 ※２．関係会社に対する資産

短期貸付金 117,687千円

未収入金 27,706

計 145,394

短期貸付金 2,302,330千円

未収入金 31,816

計 2,334,147

※３．関係会社に対する負債 ※３．関係会社に対する負債

未払金 8,164千円

預り金 1,875,513

前受収益 6,314

長期預り保証金 63,230

計 1,953,221

未払金 19,400千円

預り金 946,523

前受収益 6,253

長期預り保証金 63,230

計 1,035,408

 ※４．　　    　─────-

 

 ※４．貸出コミットメント 

  運転資金の効率的な調達を行うため株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行等５行と貸出コミットメントライン

契約を締結しております。

  当事業年度末における貸出コミットメント契約に

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 2,500,000千円

借入実行残高 2,100,000

差引額 400,000

※５．授権株式数及び発行済株式総数 ※５．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　普通株式 30,000,000株

発行済株式　　普通株式 8,620,000株

授権株式数　　普通株式 30,000,000株

発行済株式　　普通株式 8,620,000株

※６．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式　　

647,347株であります。

※６．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式　　

1,382,747株であります。

　７．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は14,807千

円であります。

　７．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は54,556千

円であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。

※１．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。

受取配当金収入 175,200千円

経営管理収入 205,850

不動産賃貸収入 83,630

販売費及び一般管理費 82,957

受取利息 1,547

支払利息 1,002

受取配当金収入 90,200千円

経営管理収入 228,945

不動産賃貸収入 77,397

販売費及び一般管理費 87,751

受取利息 18,852

支払利息 1,191

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおり

であります。なお、全額が一般管理費に属するもの

であります。

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおり

であります。なお、全額が一般管理費に属するもの

であります。

役員報酬 29,744千円

給与手当 33,267

減価償却費 45,336

事務費 15,707

システム費 81,751

役員退職慰労引当金繰入額 7,200

役員報酬 41,649千円

給与手当 54,632

減価償却費 23,062

事務費 34,829

システム費 86,431

役員退職慰労引当金繰入額 3,360

※３．　　　　───── ※３.　減損損失

　当社は、以下の資産について減損損失を計上しま

した。

場所 用途 種類

 広島県安芸

高田市

賃貸用不動

産
土地 

 　　当社は、賃貸用不動産について物件ごとに資産のグ

ルーピングを行った結果、地価の継続的な下落により、

時価の著しい下落が見られた賃貸用不動産について、帳

簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

（17,864千円）として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、不動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定

士からの評価額により評価しております。

※４.関係会社整理損は極東技研株式会社の清算に伴う

ものであります。

※４.　　　　 ─────
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①　リース取引

　該当事項はありません。

②　有価証券

　前事業年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日　至平成18年３

月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

未払事業税 3,532千円 未払事業税 1,168千円

役員退職慰労引当金 7,290 役員退職慰労引当金 3,183

その他 216 減損損失 7,234

繰延税金資産合計 11,038 その他 376

  繰延税金資産合計 11,963

繰延税金負債 繰延税金負債

その他有価証券評価差額 10,079 その他有価証券評価差額 37,135

繰延税金負債合計 10,079 繰延税金負債合計 37,135

繰延税金資産の純額 959 繰延税金負債の純額 25,171

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％ 法定実効税率 40.5％

（調整） （調整）

交際費等損金不算入 0.1 交際費等損金不算入 0.5

住民税均等割額 0.4 住民税均等割額 1.0

受取配当金等益金不算入 -30.1 受取配当金等益金不算入 -37.4

その他 -0.8 その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
10.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
4.8
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 626.41円

１株当たり当期純利益 26.14円

１株当たり純資産額 662.86円

１株当たり当期純利益 11.73円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、調整計算の結果、１株当たり当期純利益金額が

希薄化しないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
11.68円

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当期純利益（千円） 212,337 90,895

普通株主に帰属しない金額（千円） 3,450 4,210

（うち利益処分による役員賞与） (3,450) (4,210)

普通株式に係る当期純利益（千円） 208,887 86,685

期中平均株式数（千株） 7,992 7,388

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　新株予約権１種類（新株予約権の

数　243個）。　

　新株予約権１種類（新株予約権の

数　201個）。　

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 自己株式取得について

　当社は、商法第210条の規定に基づき、平成16年６月25日

開催の定時株主総会決議により、自己株式の取得を下記の

とおり実施しております。なお、取得資金は自己資金によ

り調達しております。

 

（1）　取得した株式の種類　　普通株式

（2）　取得した株式の総数　　679,000株

（3）　取得価額の総額　　　　217,280千円

（4）　取得日　　　　　　　　平成17年６月７日

（5）　取得方法　　　　　　　

　　　 　東京証券取引所のＴｏＳＴＮｅＴ－２（終値取

　　　 引）による買付け

 ―――――
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７．役員の異動（平成18年６月27日予定）

(1）代表者の異動

　該当事項はありません。

 

(2）その他の役員の異動

①　退任予定取締役

取締役運営本部長　折田勝茂

  ②　新任監査役候補

 （常　勤）監査役　 谷浦正剛

 （社　外）監査役　 小田清和

    ③　退任予定監査役

 　　　（常　勤）監査役　 山脇毅雄

     　（非常勤）監査役　 山岡信喜

 

 （3）就任予定日

　　　　平成18年6月27日 
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